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付属１ リスク評価（2段階評価）のスキーム

有害性情報の収集

リスクの判定
※ ばく露濃度とばく露

限界値の比較

問題となるリスクを
確認（詳細リスク評
価へ移行）

有害物ばく露作業報告

有害性情報の
追加収集

リスクの高い作業に
ついてリスク低減

措置を検討

自主的対策
実施の指導

リスクレベル
の比較

初期リスク評価 詳細リスク評価

ばく露調査

有害性評価書の作成
（ばく露限界値の算定）
① 一次評価値
② 二次評価値

一次評価値以下
のばく露濃度

一次を超え二次評価
値以下のばく露濃度

ばく露実態調査の

追加実施
（ばく露濃度の精度アップ）
［ 追加調査対象］
ばく露が高いと推定される作業、

少量取扱作業 等

二次評価値を超え
るばく露濃度

ばく露が無いと推定

される作業の特定
（措置免除の検討）

要因
解析

要因
解析

当該事業場の
問題を明確化し、
指導・監督に活用

二次評価値を超える
ばく露濃度

二次評価値以下
のばく露濃度

特定事業
場の問題

特定事業
場の問題

工程に
共通の
問題

工程に
共通の
問題

作業実態調査(1次調査)

ばく露実態調査(２次調査)
①事前調査（ヒアリング）
②実測(個人ばく露測定等)

③ばく露濃度の算定

リスクは低い
（自主的対策の

維持）

現時点でリスクは
高くない（引続き適
切に管理）



新たなリスク評価のフロー図

［ばく露評価］

① 対象化学物質の使用動向の報告

⑦ ばく露評価結果のとりまとめ
・濃度値の算出（ＴＷＡ8h等）
・ばく露評価モデルによる評価
の結果

・経皮ばく露の評価

⑥作業内容の分析

・ ばく露評価モデ
ルの活用等によ
るばく露レベル
の評価

ＴＷＡ8h：8時間加重平均濃度

［有害性評価］

情報の収集
・ＧＨＳ等（有害性の種類、程度の把握）
・量－反応関係（学術論文、文献）
・国内外のばく露限界値（ＡＣＧＩＨ、産衛学
会等の勧告値）

有

不明
がん原性試験による
無毒性量（NOAEL）

の有無を確認

1次評価
（⑨、⑬）

ＴＷＡ8hの最大値
≧１次評価値

個人ばく露の最大値(TWAmax) 

＜1次評価値

否

可

ユニットリスクから
がんの過剰発生率の算定

の可否の確認
ＲＬ(10－４)

有
収集情報から

発がん性の閾値の
有無を確認

無

リスク低減措置の
導入を検討

（詳細評価）
ＴWA8hの最大値
＞２次評価値

（初期評価）
ＴWA8hの最大値
＜２次評価値

リスク低減措置の
要否を検討

② 作業実態の報告

⑤ 濃度の実測
・個人ばく露測定、
Ａ測定、スポット
測定の実施

・局排の有効性の
確認

［２次評価方法］
○2次評価は以下の濃度基
準、参考値をもとに算定した
２次評価値とＴＷＡ 8hとの
比較

※基準値等の採用は番号順
①ＴＬＶ、許容濃度
②米：ＲＥＬ、独：ＭＡＫ、英：

ＷＥＬ
③発がん性以外の毒性試

験によるＮＯＡＥＬ
④構造類似物質の濃度基準
⑤その他
（管理可能な最低値等）

無

現時点で直ちに問題
となるリスクはない

［１次評価方法］
○TWA(8hr.)とRL(10

-４
)、ＴＬＶ

との比較

２次評価
（⑩、⑭）

③ ばく露が高いと推
定される事業場選定
（モデルの活用）

④ 作業実態の調査（事前調査）

有害物ばく露作業報告

ばく露実態調査

（初期評価）
ＴWA8hの最大値
＞２次評価値

追加情報の確認
試験の実施

⑫ 追加調査事業
場の選定（関係業
界の協力を要請）

⑧閾値の
ない発がん性

の有無

有

無 ⑯要因解析
要因解析
（⑪、⑮）

当該事業場の問題
の明確化

（指導・監督）

特定事業
場の問題

特定

事業場
の問題

工程に
共通の
問題

工程に
共通の
問題

（詳細評価）
ＴWA8hの
最大値＜
２次評価値



付属２ 

労働者の有害物によるばく露評価ガイドライン 
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参考  リスク評価のフロー図 
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労働者の有害物によるばく露評価ガイドライン 

 

本ガイドラインは、有害物による労働者の健康障害を防止するために国が実施する

リスク評価のうち、ばく露調査及びこれを踏まえたばく露評価の手順を明確化する目的

で定めるものである。 

国によるリスク評価は、対象化学物質の現状でのリスクの有無を判定する初期リス

ク評価及び当該評価において問題となるリスクが確認された場合に行う詳細リスク評

価から構成されるが、本ガイドラインは、その両者に係るばく露評価の手順を明確化す

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 初期リスク評価 

    

１ ばく露評価の方法の概要 

    

国による有害物質のばく露評価は平成１８年度から開始されているが、ばく露調査

の初期リスク評価については、これまで実施している手順を基本として実施すること

とし、その手順の概要は以下に示すとおりである。 

最初に、労働安全衛生規則第95条の6の規定に基づく「有害物ばく露作業報告」から

労働者の当該化学物質へのばく露の程度やその広がりを推定する。 

これを踏まえ、有害物ばく露作業報告（以下「ばく露報告」という。）により特定

された事業場を対象として、ばく露調査を実施する。当該調査においては、高いばく

露が推定される作業及び作業者を対象として作業実態に係る調査、個人ばく露測定、

作業環境測定等を実施し、この結果を基にばく露評価を行うこととする。 

 



 

    有 害 物 ば く 露 作 業 報 告 

                     作業実態調査   ばく露実態調査      ばく露評価 

文献、業界等からの情報収集 

 

図２ ばく露評価の手順 

 

 

２ ばく露評価の具体的手順 

    

(１) ばく露データの収集・整理 

ばく露評価を実施するに当たっては、国の統計、既存文献、関係業界団体等から

の情報、ばく露報告によるデータ、その他から情報収集を行い、ばく露評価のため

の基礎資料を収集する。具体的な手順は以下に示すとおりである。 

    

ア 既存文献・関係業界団体等からの情報 

収集すべき情報としては、以下のものが挙げられる。 

 

国の統計：「化学物質の製造・輸入に関する実態調査」(経済産業省)ほか 

既存文献：化学業界関係出版社情報誌 ほか 

関係業界団体：（社）日本化学工業協会、化成品工業協会 ほか 

    

イ 有害物ばく露作業報告 

ばく露報告については、各事業場における対象物質の製造・取扱い動向の報告

を求めることとする。具体的には、対象物質について以下の要領でばく露報告を

求めることとする。また、ばく露報告は電子入力が可能なシステムを採用するも

のとする。 

リスク評価の実施に当たっては、ばく露報告から得られるデータを活用する。 

 

(ア) 報告対象期間及び報告のスケジュール： 

ばく露報告については、各事業場における製造・取扱いの動向を把握するた

 め、３～５年程度継続して報告を求めることとする。ばく露報告のスケジュー

 ルは、以下のとおりとする。 

なお、リスク評価については、製造・取扱いに大きな変動が見られない物質

や、緊急にリスク評価をすべき物質等があることから、最終年の報告を待つこ

となく、リスク評価を行う必要があると認めるときは、直ちに行うものとする。 

 

[報告スケジュール] 

 

対象物質の公表：報告提出年（Ｙ1）の前々年（Ｙ-1）の第４四半期（１０～１

２月） 

報告対象期間：報告提出年の前年（Ｙ0）１年間 

報 告 期 間：Ｙ1の第１四半期（１～３月） 


